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研究成果の概要（和文）：

本研究は，「学校の組織的教育力向上のためのミドルリーダ支援」と関わって，自治体の
集合研修，校内研修，教職大学院の授業で行われている事例を調査し，学校の組織的教育
力を向上していくための組織作り，その研修内容・方法について，事例を取り上げ分析・
検討した．そして，ミドルリーダが，研究・研修と関わって，同僚への関わりの方法を効
果的に獲得していくプログラム，その研修方法について，そのモデルを明らかにした．

研究成果の概要（英文）：
This study presents the outcomes of reviews conducted in municipal group training,

in-school training, and classes at graduate schools of teacher education on some
programs and its training methods where middle leaders engaged in research and
training to improve the organizational educational capabilities of schools.
And, this study discusses through case studies the results of analysis and review of

organization formation and its training content and method to examine how middle
leaders are trying to relate with colleagues for the kind of effective initiatives when
engaged in research and training in order to improve the organizational educational
capabilities of schools.
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１．研究開始当初の背景
経験ある教員の大量退職を迎えている自

治体では，大量の若手教員と少数の中堅，そ
して退職を目前にした大量の経験ある教員
によるアンバランスな職員構成の中で学校

運営をどのように進めていくかが課題とな
っていた．管理職によるリーダーシップに基
づいて，同僚性を培うための試みも授業研究，
学校研究など，研究活動や様々な研修を通し
て進められているが，毎年大幅に変わる職員

機関番号：14601

研究種目：基盤研究（C）

研究期間：2010 ～ 2012

課題番号：22500922

研究課題名（和文）：学校の組織的教育力向上のためのリーダー支援プログラム及びツールの

開発・評価研究

研究課題名（英文）：A Research of Development and Assessment on Program and Tools for

Mid-level Leader to improve the Organizational Educational Capabilities of School

研究代表者：

小柳 和喜雄（OYANAGI WAKIO）

奈良教育大学・大学院教育学研究科・教授

研究者番号：00225591



構成や教員の世代間ギャップなどもあり，学
校での意思疎通や組織的な教育力の発揮が
難しくなっていた．この課題に対して教育工
学の問題解決手法，支援ツール開発手法を生
かしていくことは，課題解決においても，教
育工学のこの分野への寄与としても，重要と
考えた．
これまでも，その目的や意図は少し異なる

にしても，学校において教職員がその目的を
達成するために，管理職のリーダシップ（吉
崎 1979，葉養 1991）や職員間の同僚性構築
への考慮(秋田 1998，坂本 2007)，また教育
活動の絶えざる改善に向けて教員自身の職
能成長（牛渡 1983， 浅田ほか 1998，鈴木ほ
か 2008）を導く研修などについて研究が進
められてきた．また，学校をめぐる昨今の諸
問題や様々な状況変化への対応等とも関わ
って，近年，学校運営組織を，校長，副校長，
準管理職の主幹，教員を指導する指導教諭な
どを置く制度の見直しも行われてきた．さら
に，「情報公開や説明責任といった学校評価」
をより学校改善に生かしていくために，第三
者評価にアドバイザリー機能を加え，学校の
課題解決支援や学校の組織力活性化を促す
支援チームを学校に送り込む試みも行われ
てきていた．
上記のような状況は，日本国外でも同様な

傾向が見られ，北米で以前から試みられてき
た新人教育に対する学校と教員養成・現職教
育機関の連携によるコーチングやメンタリ
ング力の研究に加え，国を越えて組織的に新
人教育や学校の組織的教育力をアップさせ
ていくための取組も現れてきていた（Mullen
2005）．例えば，ヨーロッパにおいては，
Teacher Induction: Supporting the
Supporters of Novice Teachers in
Europe(TISSNTE)というプロジェクトが，
学校の組織的教育力を上げるために，新人教
員を育てる中堅教員の教育力（メンタリング
に着目して）を体系的に養成していくための
集中プログラム（5 日間研修など）と継続支
援システムの開発を，国際的に行い，その成
果をあげつつあった
（ http://www.tissnte.eu/?cmd=gsPage&p

id=obj）．
本研究は，上記のような動向をふまえ，ま

た，これまでいただいた２つの科学研究費の
支援によって得られた「総合的な学習の時間
をさらに豊かにしていくリーダの育成支援
プログラムの開発と e-Learning 研修プログ
ラム」「異校園種連携研究（幼小連携，小中
連携・一貫教育）におけるミドルリーダの役
割の明確化及び情報共有支援システムの開
発」の研究成果を生かして，経験ある教員の
大量退職が近づく地域において，少数の中堅
教員がこれまで以上に学校研究をリードし，
さらに若手教員の支援が求められてくる課

題に対峙していくために，中堅教員，とりわ
けミドルリーダ支援プログラム，及び支援ツ
ールを開発する着想に至った．そして，この
取組の着想を，都道府県教育委員会が進めて
きた，また進めてきている取組と有機的に連
携させ，より実質的で相補的な効果を期待し，
プログラムの開発・運用を教職大学院で試み
る着想に至った．
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２．研究の目的
本研究は，「学校の組織的教育力向上のた

めのミドルリーダ支援と関わって，各種事業，
及び教職大学院等による各取組」の成果・方
法を明確にし，その体制化を図る支援プログ
ラム及び運用支援システムの開発・運用評価
を目指すものである．具体的には，本研究遂
行者がこれまで奈良県教育委員会と取り組
んできた(1)奈良県学校改善支援プランと学
力学習状況調査結果に基づく実践研究支援，
(2)奈良県が主体となる学校の第三者評価に
関する調査研究に基づく「奈良県学校アドバ
イザリ」等と，教職大学院におけるミドルリ
ーダ養成プログラムを有機的に連携させ，学
校研究の要となるミドルリーダの企画運営



力，同僚組織力，若手教員教育力をブラッシ
ュアップさせていくためのプログラムとそ
の運用支援ツールを開発・評価することを目
的としている．

３．研究の方法
研究目的を達成するために，本研究では，

8 つの課題に取り組み，それを次のような 3
年計画で進めてきた．まず，22 年度は①～③
の課題に焦点化して進める．具体的には，す
でに①奈良県教育委員会と共に進めてきた
各取組の成果と方法の相互の関係付けとそ
の分析検討，②教職大学院で遂行してきたミ
ドルリーダーを対象としたプログラム相互
の関係と機能的連携に向けた内容・方法の整
理と分析検討，③メンタリングとかかわる北
米及び EU のこれまでの取組と最近の取組の
分析検討と整理（研究マップ作り）を行う．
23 年度は，次の④～⑥の課題に焦点化して

行う．④学校の組織的教育力を上げていくた
めに自治体の取り組みの調査結果（相互の取
組の関係の明確化したものを）と奈良教育大
学の教職大学院で取組んできた取組内容（ミ
ドルリーダのためのメンタリング力育成プ
ログラム，及び学校問題ネットワークを生か
すコーディネーション力育成のためのプロ
グラムの相互の関係を明確にしたもの）の比
較検討を行い，共通点と差異を見出すととも
に，相補的にプログラムが効果を上げていく
ためのプログラムデザインを行う．⑤上記④
と次の⑥の成果を具体化し，開発したプログ
ラム遂行を実際に進めていくために，試行プ
ログラムのための手引きの作成と，情報を共
有し，洗練化に向けた意見交換を円滑にして
いくために WWW に交流サイトを設置し，試行
プログラム運用の道具の開発を行う．⑥諸外
国での調査結果を奈良教育大学の教職大学
院で取組んできた取組内容へ生かし，比較検
討を行い，共通点と差異を見出すとともに，
教職大学院のプログラムが効果を上げてい
くためのプログラムデザインを行う．上記④
の成果とも融合し，試行プログラムの開発を
行う．
最終年度の 24 年度は，図の⑦⑧ に焦点化

し，⑦成果を公表し他の取組や研究との交流
を深めるとともに，⑧プログラムや運用方法
を洗練させる取組の視点の明確化を試みる．

４．研究成果
当初研究計画に基づき以下 9 つに取組み，

その成果を得た．
(1)奈良県教育委員会による「学校改善支

援プランに基づく学力向上実践研究」「第三
者評価を生かしたアドバイザリ制度」,さら
に「奈良県ディア・ティーチャープログラム
（教育委員会が企画し行う教員養成プログ
ラム）」の各成果や取組方法（評価項目とそ

の運用などの分析を含む）について，報告書
の分析，担当者へのインタビュー，及び質問
紙調査，取組過程の会議録を通して，「学校
の組織的教育力向上のためのミドルリーダ
の役割」「メンティ指導におけるメンタの役
割」について，その考え方，とらえ方，実際
の取組の整理を行い，日本教育工学会学会，
日本教師教育学会などで研究発表を行った．
(2)「ミドルリーダためのメンタリング手

法」を遂行していくために明らかにしてきた
モデルを，奈良教育大学教職大学院のストレ
ート院生の実習指導に応用し，メンタとメン
ティに調査を行い，メンタリングを考えてい
くための行動リストを明らかにし，その成果
を論文化した（奈良教育大学 教育実践総合
センター研究紀要 20）．
(3)諸外国の取組について，北米でカリフ

ォルニアのニュー・ティーチャー・センタへ
の訪問調査，英国 National College for
Leadership of Schools and Children's
Service を訪問しミドルリーダ研修プログラ
ムの実際に参加し，実地調査を行った．本調
査結果は，奈良教育大学研究紀要（人文・社
会科学）60(1)に掲載している．

(4)奈良市教育委員会で学校の組織的教育
力を上げていくための取組内容と他の市（尼
崎市，大阪市，松阪市，箕面市）の取り組み
の調査結果（相互の取組の関係の明確化した
ものを），そして 23 年 2月末から 3 月にかけ
て実地調査を行った英国と米国の取組の成
果（「英米におけるミドルリーダ教員の研修
に関する事例研究」）と奈良教育大学の教職
大学院で取組んできた取組内容（ミドルリー
ダのためのメンタリング力育成プログラム）
の比較検討を行い，共通点と差異を見出すと
ともに，相補的にプログラムが効果を上げて
いくためのプログラムデザインを行った．

(5)上記の成果を具体化し，開発したプロ
グラム遂行を実際に進めていくために，試行
プログラムのための手引きの作成を行い，試
行プログラム運用ための道具の開発を行っ
た．そして，これに伴い運用試行を行った（尼
崎市，箕面市，大阪市上記試行プログラムと
して開発した内容及び道具を活用したでミ
ドルリーダの研修を実際に行い，その運用評
価を行った（「学校の組織的教育力向上に向
けた研修方法に関する研究報告」）また松阪
市，奈良市，姫路市を中心に異校園連携を主
眼とした学校の組織的な取組（学校研究）に
継続的に参加し，そこでのミドルリーダの役
割を支援しながら，学校の組織的研究のため
のその役割に関する知見を得る調査研究を
行った）．

(6)成果を日本教育工学会の課題研究での
発表，AACE(ED-MEDIA)カンファレンス（ポル
トガル）での Paper 発表，ECER カンファレン
ス（ドイツ）での Paper 発表の機会を得て，



中間成果発表を行った．
(7)奈良市，大阪市，箕面市，姫路市，松

阪市の協力を得て，開発した試行プログラム
と支援ツールを，学校組織力の向上，チーム
力向上研修，ミドルリーダ研修参加者から評
価をしてもらった．また各協力校の研修に参
加し，同様にプログラムと支援ツールの評価
を行った．各教育委員会の協力を得て，調
査・研究成果を共有する会議を持つとともに，
プログラムデザインをより洗練させ，プログ
ラム効果の実質化を行った（奈良教育大学教
職大学院研究紀要 学校教育実践研究,4,
2012）．

(8)調査結果のまとめを行い，その成果を
日本教育工学会の日中教育フォーラム，日本
教育工学会年次大会で成果発表を行った．

(9)開発したプログラムの評価を受け，ま
たその獲得された力（個人と集団：コラボレ
ーション時の活動の評価）を測定する方法や
ツールの開発について，この次につながる研
究の知見を得るために，その先行的な取り組
みをしている，オーストラリア教育学会に参
加 し ， メ ル ボ ル ン 州 の 関 係 者 か ら
e-Potential の取組の情報を得，その整理を
行 っ た ． また Innovative Teaching and
Learning のメンバーであるフィンランドを
訪問し，取組の資料を取り寄せ，そのルーブ
リックの翻訳（atc21s でも参考にしている）
を行った（奈良教育大学教育実践開発研究セ
ンター研究紀要，22，2013，奈良教育大学教
職大学院研究紀要学校教育実践研究，5，
2013）．
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